
１．重要な会計方針

(1)固定資産の減価償却の方法　　定額法

(2)引当金の計上基準
　退職給付引当金　　

(3)リース取引の処理方法

(4)消費税等の会計処理　 消費税の会計処理は、税込方式によっている。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

科　　　　目 前期末残高 当期増加額 当期末残高

特定資産

　退職給付引当資産 19,084,900 928,400 20,013,300    

　運営調整積立資産 60,500,000 0 60,500,000    

    協会設立３０周年記念事業準備資産取得支出 0 10,000,000 0 10,000,000    

　安全DVD制作事業準備資産 1,300,000 -             

　新資格検定事業実施準備資産 5,000,000 0 5,000,000     

　災害支援積立資産 24,400,000 0 24,400,000    

　固定資産取得準備資産 5,520,000 0 5,410,000     

合    計 115,804,900 10,928,400 125,323,300   

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。
(単位：円）

科　　目 当期末残高
(うち指定正味財
産からの充当額)

(うち負債に対応
する額)

特定資産

　退職給付引当資産 20,013,300 － (20,013,300)

　運営調整積立資産 60,500,000 － －

    協会設立３０周年記念事業準備資産取得支出 10,000,000 － －

　安全DVD制作事業準備資産 0 － －

　新資格検定事業実施準備資産 5,000,000 － －

　災害支援積立資産 24,400,000 － －

　固定資産取得準備資産 5,410,000 － －

合　　計 125,323,300 － (20,013,300)

４．固定資産の取得額、減価償却累計額及び当期末残高

　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

(単位：円）

科　　　　目 取得価額 減価償却累計額

建 物 付 属 設 備 2,451,443    1,396,997     

什　 器 　備 　品 1,910,074    1,601,218     

ソ フ ト ウ  ェア 6,469,200    2,316,195     

合　　計 10,830,717   5,314,410     

職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における要支給額を計上
している。

1,054,446         

当期減少額

1,300,000

0

(24,400,000)

当期末残高

財務諸表に対する注記

0

0

0

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引については、通常の賃貸取引に係わる方法に準じ
た会計処理によっている。

308,856           

4,153,005         

5,516,307         

110,000

1,410,000

(うち一般正味財産からの
充当額)

－

(60,500,000)

0

(5,000,000)

(5,410,000)

(105,310,000)

(10,000,000)



１．基本財産及び特定資産の明細

　 　財務諸表に対する注記２．に記載のとおりである。

２．引当金の明細
(単位：円）

目的使用 その他

退職給付引当金 19,084,900 928,400 -        -      20,013,300    

期末残高科　　目 期首残高 当期増加額
当期減少額

附属明細書


